
相模原市保育所等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費補助

金交付要綱 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、保育所等における性被害防止対策を目的とした物品の購入等

を支援するため、市内の児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号。以下「法」と

いう。)第２１条の５の３第１項に規定される指定障害児通所支援事業者、第２

４条の２第１項に規定される指定障害児入所施設及び第２４条の２６第１項第１

号に規定される指定障害児相談支援事業者に対し、補助金を交付することについ

て、相模原市補助金等に係る予算の執行に関する規則(昭和４５年相模原市規則

第２３号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

(事業目的) 

第２条 本事業は、パーテーション、人感センサーライト、簡易扉、簡易更衣室等

の設置によるこどものプライバシー保護や保護者からの確認依頼等に応えるため

のカメラによる支援内容（保育の実践記録等）の記録などを行う設備等支援を通

じ、性被害防止対策を行うことを目的とする。 

(補助対象経費) 

第３条 補助の対象は、施設において性被害防止対策に必要となる、別表に定める

経費について、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間に、対策事業

に要した経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国、県及び市の他の補助金等が交付される事業に係

る経費については、補助の対象としない。 

 (補助金の交付額) 

第４条 補助額は、予算の範囲内において、別表に定める補助基準額及び補助率か

ら算定される額と実支出額のうち、いずれか少ない方の額と、総事業費から寄付

金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額とする。この場合にお

いて、算定された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨

てるものとする。 

(申請の取下げ) 

第５条 規則第７条第１項の市長の定める期日は、交付決定通知書を受理した日か



ら１０日を経過した日までとする。 

 (交付の時期等) 

第６条 補助金の交付は、補助事業等の完了後とする。ただし、市長が必要と認め

る場合、規則第１７条ただし書の規定に基づき、補助事業等の完了前に概算払も

できることとする。 

 (補助金の精算) 

第７条 補助事業者は、前条の規定により概算払で交付を受けた補助金については、

補助金の交付を受けた年度の末日までに補助事業に係る経費の執行の内訳を明ら

かにした精算書により市長に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の規定により報告された執行額が交付決定した補助金の額

に満たない場合には、その差額を市長の指示に従い返還しなければならない。 

(実績報告) 

第８条 規則第１４条第１項の規定による実績報告の提出は、事業完了後速やかに

行わなければならない。 

２ 規則第１４条第１項第３号の規定によるその他市長が必要と認める書類は、補

助金実績内訳書とする。 

(消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還) 

第９条 事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに、消費税仕入控除税

額報告書(第３号様式)に必要な書類を添付し、市長へ提出しなければならない。

なお、事業実施者が全国的に事業を展開する組織の一支部(又は一支社、一支所

等)であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部(又は本社、本所

等)で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等

の申告に基づき報告を行うものとする。 

２ 市長は、前項の報告があった場合は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除額の全部又は一部を市に納付させることができる。 

(財産の処分の制限) 

第１０条 規則第２３条ただし書の市長が定める期間は、補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律施行令(昭和３０年政令第２５５号)第１４条第１項第２

号の規定により、厚生労働大臣が別に定める期間とする。 

２ 規則第２３条第２号及び第３号の市長が指定するものは、補助事業等により取



得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びその他の財

産とする。 

(委任) 

第１１条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表(第３条、第４条関係) 

補助事業 補助対象経費 補助基準額 補助率 

性被害防止 

対策事業 

保育所等における性被害防止対策に係る設

備等支援事業を実施するために必要な需用

費（燃料費、印刷製本費、光熱水費及び修

繕量）、役務費（通信運搬費、手数料）、

委託料、備品購入費 

１施設あたり 

100,000 円 
３/４ 

 


